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(57)【要約】
【課題】より自然な表示を行うことができる情報表示装
置を提供すること。
【解決手段】出射する光によって所望の情報を認識可能
に表示する情報表示装置であって、交換可能な複数の発
光モジュールを備える情報表示部と、前記情報に基づい
て前記発光モジュールの発光を制御する制御部と、前記
情報表示部及び前記制御部を収納する筐体と、を有し、
前記発光モジュールは、独立して制御可能な複数の有機
ＥＬ発光素子が配列された面発光パネルを少なくとも１
つ備えること。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　出射する光によって所望の情報を認識可能に表示する情報表示装置であって、
　交換可能な複数の発光モジュールを備える情報表示部と、
　前記情報に基づいて前記発光モジュールの発光を制御する制御部と、
　前記情報表示部及び前記制御部を収納する筐体と、を有し、
　前記発光モジュールは、独立して制御可能な複数の有機ＥＬ発光素子が配列された面発
光パネルを少なくとも１つ備えることを特徴とする情報表示装置。
【請求項２】
　前記複数の有機ＥＬ発光素子は互いに離間して配列され、
　前記複数の有機ＥＬ発光素子同士の間には発光しない非発光領域が位置することを特徴
とする請求項１に記載の情報表示装置。
【請求項３】
　前記非発光領域を介して前記有機ＥＬ発光素子に電力が供給されることを特徴とする請
求項２に記載の情報表示装置。
【請求項４】
　前記制御部は、前記有機ＥＬ発光素子の発光色を変化させることを特徴とする請求項２
又は３に記載の情報表示装置。
【請求項５】
　前記有機ＥＬ発光素子は、発光波長の異なる複数の発光領域を有し、
　前記制御部は、前記発光領域ごとに前記発光波長の発光強度を独立して制御することを
特徴とする請求項４に記載の情報表示装置。
【請求項６】
　前記発光領域の形状は、ストライプ状であることを特徴とする請求項５に記載の情報表
示装置。
【請求項７】
　前記発光領域のストライプの幅は、０．５ｍｍ以上１．５ｍｍ以下であることを特徴と
する請求項６に記載の情報表示装置。
【請求項８】
　前記情報表示部の表示面側には、外部からの光の反射を低減する処理が施されているこ
とを特徴とする請求項２乃至７のいずれか１項に記載の情報表示装置。
【請求項９】
　前記情報表示部の表示面側には、偏光フィルム及び１／４位相差フィルムが設けられて
いることを特徴とする請求項８に記載の情報表示装置。
【請求項１０】
　前記情報表示部の表示面側には、黒色のメッシュが設けられていることを特徴とする請
求項８に記載の情報表示装置。
【請求項１１】
　前記情報表示部の表示面側には、紫外線を吸収する処理が施されていることを特徴とす
る請求項２乃至１０のいずれか１項に記載の情報表示装置。
【請求項１２】
　前記制御部は、前記筐体の周囲の環境下に応じて前記有機ＥＬ発光素子の発光色を変化
させることを特徴とする請求項４に記載の情報表示装置。
【請求項１３】
　前記制御部は、前記筐体の周囲の光透過率が減少した場合に、発光色中の青色の波長成
分の比率を下げるように前記発光モジュールの発光を制御することを特徴とする請求項１
２に記載の情報制御装置。
【請求項１４】
　前記制御部は、前記情報表示部からの光出射方向と朝日又は夕日の光出射方向とが重な
る場合に、前記有機ＥＬ発光素子の発光色を青緑色に近づけることを特徴とする請求項１
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２又は１３に記載の情報制御装置。
【請求項１５】
　道路情報の表示に用いられることを特徴とする請求項２乃至１４のいずれか１項に記載
の情報表示装置。
【請求項１６】
　前記筐体に太陽電池を設けたことを特徴とする請求項１乃至１５のいずれか１項に記載
の情報表示装置。
【請求項１７】
　前記情報が文字情報である場合に、一つの文字を表示するために割り当てられる前記複
数の有機ＥＬ発光素子の全体の面積が、２５ｃｍ２以上であることを特徴とする請求項１
乃至１６のいずれか１項に記載の情報表示装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、公共の場において多人数に対して情報を提供するために使用される情報表示
装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、公共の場で多人数に対して同時に情報を提供するための大型の表示装置が多く用
いられている。例えば、道路上に設けられた道路情報表示、施設内の案内表示、又はスポ
ーツ競技場での点数若しくは競技者の表示等が挙げられる。
【０００３】
　公共の場において細かい画像を表示する場合、表示装置として液晶ディスプレイに代表
される、画像を走査して表示するディスプレイを用いる場合がある。しかしながら、表示
対象が文字、又は簡単な図形等のさほど詳細なものでない場合には、配列した複数の発光
素子を同時に発光させることで形成される発光パターンによって表示する場合が多い。発
光パターンによる情報は視認者が明確に認識できるという長所があり、特に走行する車両
の中から瞬時に情報を認識する必要がある道路情報表示には有効である。
【０００４】
　このような用途には発光素子として発光ダイオード（ＬＥＤ：Light Emitting Diode）
が用いられることが多い。例えば、特許文献１には、縦横（マトリックス状）に配列した
多数のＬＥＤを用いて、その発光パターンによって文字等を表示する情報表示装置が開示
されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２００４－３５４４７６号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　しかしながら、ＬＥＤは発光面積が小さく、いわゆる点発光を行う発光素子であるから
、ＬＥＤを用いた表示は点の集合となる。このような表示では、表示された発光パターン
は点描となり、多少複雑な文字などでは視認し難い場合もあった。
【０００７】
　本発明はこのような課題に鑑みてなされたものであり、その目的とするところは、より
自然な表示を行うことができる情報表示装置を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　上述した目的を達成するため、本発明の情報表示装置は、出射する光によって所望の情
報を認識可能に表示する情報表示装置であって、交換可能な複数の発光モジュールを備え
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る情報表示部と、前記情報に基づいて前記発光モジュールの発光を制御する制御部と、前
記情報表示部及び前記制御部を収納する筐体と、を有し、前記発光モジュールは、独立し
て制御可能な複数の有機ＥＬ発光素子が配列された面発光パネルを少なくとも１つ備える
ことを特徴とする。
【０００９】
　上述した情報表示装置において、前記複数の有機ＥＬ発光素子は互いに離間して配列さ
れ、前記複数の有機ＥＬ発光素子同士の間には発光しない非発光領域が位置してもよい。
このような場合、前記非発光領域を介して前記有機ＥＬ発光素子に電力が供給されてもよ
い。
【００１０】
　上述した情報表示装置において、前記制御部は、前記有機ＥＬ発光素子の発光色を変化
させてもよい。このような場合、前記有機ＥＬ発光素子は、発光波長の異なる複数の発光
領域を有し、前記制御部は、前記発光領域ごとに前記発光波長の発光強度を独立して制御
してもよい。
【００１１】
　また、上述した情報表示装置において、前記発光領域の形状は、ストライプ状であって
もよい。このような場合、前記発光領域のストライプの幅は、０．５ｍｍ以上１．５ｍｍ
以下であってもよい。
【００１２】
　上述したいずれかの情報表示装置において、前記情報表示部の表示面側には、外部から
の光の反射を低減する処理が施されていてもよい。このような場合、前記情報表示部の表
示面側には、偏光フィルム及び１／４位相差フィルムが設けられていてもよく、黒色のメ
ッシュが設けられていてもよい。
【００１３】
　上述したいずれかの情報表示装置において、前記情報表示部の表示面側には、紫外線を
吸収する処理が施されていてもよい。
【００１４】
　前記制御部が前記有機ＥＬ発光素子の発光色を変化させる場合、前記制御部は、前記筐
体の周囲の環境下に応じて前記有機ＥＬ発光素子の発光色を変化させてもよい。このよう
な場合、前記制御部は、前記筐体の周囲の光透過率が減少した場合に、発光色中の青色の
波長成分の比率を下げるように前記発光モジュールの発光を制御してもよい。
【００１５】
　上述した情報表示装置において、前記制御部は、前記情報表示部からの光出射方向と朝
日又は夕日の光出射方向とが重なる場合に、前記有機ＥＬ発光素子の発光色を青緑色に近
づけてもよい。
【００１６】
　上述したいずれかの情報表示装置において、道路情報の表示に用いられてもよい。
【００１７】
　上述したいずれかの情報表示装置において、前記筐体に太陽電池を設けてもよい。
【００１８】
　上述したいずれかの情報表示装置において、前記情報が文字情報である場合に、一つの
文字を表示するために割り当てられる前記複数の有機ＥＬ発光素子の全体の面積が、２５
ｃｍ2以上であってもよい。
【発明の効果】
【００１９】
　本発明によれば、情報表示部に表示される情報の最小構成単位となる有機ＥＬ発光素子
を制御部によって独立して制御することにより、有機ＥＬ発光素子から構成される面発光
パネルを備える発光モジュールによって文字等を表示することができる。このような文字
等の表示により、複数の発光モジュールから構成される情報表示部において、複数の文字
等からなる所望の情報を自然に表示することでき、情報表示装置における情報の視認性が
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向上することになる。
【００２０】
　また、本発明の情報表示部においては、発光モジュールが交換可能に取り付けられてい
る。このため、故障の際の修理の容易さが重要となる道路用表示装置等の公共用情報表示
装置として、本実施例に係る情報表示装置を用いることができ、長時間の故障に伴う問題
の発生を防止することができる。
【図面の簡単な説明】
【００２１】
【図１】実施例に係る情報表示装置の概略構成斜視図である。
【図２】図１の線II－IIに沿った情報表示装置の断面図である。
【図３】実施例に係る発光モジュールの概略構成斜視図である。
【図４】図３の線IV－IVに沿った発光モジュールの断面図である。
【図５】実施例に係る有機ＥＬ面発光パネルの斜視図である。
【図６】実施例に係る有機ＥＬ面発光パネルの断面図である。
【図７】実施例に係る１つの発光素子の斜視図である。
【発明を実施するための形態】
【００２２】
　以下、図面を参照し、本発明の実施の形態について、実施例に基づき詳細に説明する。
なお、本発明は以下に説明する内容に限定されるものではなく、その要旨を変更しない範
囲において任意に変更して実施することが可能である。また、実施例の説明に用いる図面
は、いずれも本発明による情報表示装置又はその構成部材を模式的に示すものであって、
理解を深めるべく部分的な強調、拡大、縮小、又は省略等を行っており、各構成部材の縮
尺や形状等を正確に表すものとはなっていない場合がある。更に、実施例で用いる様々な
数値は、いずれも一例を示すものであり、必要に応じて様々に変更することが可能である
。
【実施例】
【００２３】
＜情報表示装置の構成＞
　先ず、図１及び図２を参照しつつ本発明の実施例に係る情報表示装置１の構成を説明す
る。図１は、本実施例に係る情報表示装置１の概略構成斜視図である。図２は、図１の線
II－IIに沿った情報表示装置１の断面図である。
【００２４】
　図１及び図２に示すように、情報表示装置１は交換可能な複数の発光モジュール２をマ
トリックス状に配列してなる情報表示部３と、発光モジュール２のそれぞれの発光を独立
して制御する制御部４と、発光モジュール２及び制御部４の発熱や外気温の上昇等による
情報表示部３の温度上昇を抑制する冷却部５と、発光モジュール２、制御部４、及び冷却
部５を収容する筐体６とを有する。なお、本実施例において発光モジュール２は、独立に
制御可能な有機ＥＬを用いた発光素子（すなわち、有機ＥＬ発光素子）からなる有機ＥＬ
面発光パネルを少なくとも１以上備えている。当該発光素子及び有機ＥＬ面発光パネルに
ついては、追って詳細に説明する。
【００２５】
　以下、本実施例に係る情報表示装置１の各構成部材について詳細に説明する。
【００２６】
（筐体）
　本実施例に係る情報表示装置１は、道路情報表示板のような大型の公共情報表示装置と
して用いられ、風雨に晒される屋外使用が多いことから、筐体６の材質として鉄、ステン
レス、アルミニウムといった金属を用いることが好ましい。また、情報表示装置１の内部
の点検及び修理のために、筐体６には開閉可能な蓋が設けられていてもよい。この場合に
は、当該蓋の部分に防水パッキン等を設けることにより、筐体６の内部に風雨が浸入しな
いような構造が採用されていることが好ましい。
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【００２７】
　また、図２に示すように、筐体６の内部には、発光モジュール２の配列からなる情報表
示部３、制御部４及び冷却装置５を収容する空間６ａが形成されている。また、筐体６の
前面部分には、情報表示部３によって表示される情報を外部から視認することができるよ
うに、光透過部６ｂが形成されている。光透過部６ｂは、発光モジュール２から構成され
る情報表示部３が視認可能となるように、ガラス又は透明樹脂などの光を透過する材質で
形成されている。
【００２８】
　本実施例に係る情報表示装置１は、発光モジュール２から出射する光を用いて情報を表
示するため、発光モジュール２の枠として機能する筐体６が外光を反射すると、情報表示
部３に表示された情報の視認を妨げることになる。従って、光透過部６ｂの周囲であって
筐体６の外側に位置する部分には、外光反射の少ない黒色又はそれに近い色の材料を用い
ることが好ましい。また、当該色の塗装が施されてもよい。
【００２９】
　そして、上述した理由と同様に、光透過部６ｂの表面であって筐体６の内側に位置する
部分（以下、光透過部６ｂの内側表面上と記載）又は外側に位置する部分（以下、光透過
部６ｂの外側表面上と記載）、換言すれば、情報表示部３の表示面側に、非発光時の外光
の反射を低減するための処理が施されていることが好ましい。
【００３０】
　具体的には、光透過部６ｂの内側表面上又は外側表面上に、偏光フィルム及び該偏光フ
ィルムに対して主軸を偏光方向から４５度傾けた１／４位相差フィルムを積層した積層フ
ィルムを貼り付ける方法が挙げられる。このような積層フィルムを用いる場合、外部から
光透過部６ｂの表面に入射した外光は、当該偏光フィルムを通過することで直線偏光とな
り、更に反射前と反射後の２回にわたって１／４位相差フィルムを通過するため偏光方向
が９０度回転する。この結果として、反射光は偏光フィルムを透過できなくなり、反射光
が低減されることによって外光の反射が低減することになる。
【００３１】
　反射光を低減するための別の方法として、光透過部６ｂの内側表面上又は外側表面上に
、黒色のメッシュを設けてもよい。
【００３２】
　また、本実施例にかかる情報表示装置１を屋外で使用する場合、発光モジュール２を構
成する有機ＥＬ面発光パネルの発光素子の劣化を防止するために、情報表示部３の表示面
側には、紫外線を吸収する処理が施されていることが好ましい。具体的には、光透過部６
ｂの内側表面上又は外側表面上に、紫外線を吸収するコーティングを行うか、又は紫外線
を吸収するフィルムを貼り付けることが好ましい。ここで、当該コーティング又はフィル
ムは、例えば、紫外線吸収剤を含有することにより、紫外線を吸収することが可能になっ
ている。当該紫外線吸収剤は、太陽光中の有害な紫外線を吸収して、分子内で無害な熱エ
ネルギーへと変換し、高分子中の光劣化開始の活性種が励起されるのを防止するものであ
り、例えばベンゾフェノン系、ベンゾトリアゾール系、サルチレート系、アクリルニトリ
ル系、金属錯塩系、ヒンダードアミン系、超微粒子酸化チタン（粒子径：０．０１～０．
０６μｍ）又は超微粒子酸化亜鉛（粒子径：０．０１～０．０４μｍ）等の無機系等の紫
外線吸収剤の少なくとも１種以上を使用することができる。更に、ポリマーを構成する主
鎖又は側鎖に、上述したベンゾフェノン系等の紫外線吸収剤又は上述したフェノール系等
の酸化防止剤を化学結合させてなるポリマー型のものを使用することもできる。上述した
ような紫外線吸収剤の含有量としては、その粒子形状、密度等によって異なるが、コーテ
ィング又はフィルム材料全体の約０．１～１０重量％が好ましい。
【００３３】
　更に、本実施例にかかる情報表示装置１を降雪地域の屋外で使用する場合、光透過部６
ｂの外側表面上に、着雪を防止するコーティング（例えばフッ素系樹脂等による超撥水コ
ーティング）を施しておくことが好ましい。これにより、雪により光透過部６ｂが覆われ
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ることがなくなり、情報表示装置１の情報表示部３に表示される情報を的確に視認可能と
することができる。
【００３４】
　なお、筐体６の表示面以外の部分に太陽電池や風力発電機を設置し、補助電力としても
よい。特に、太陽電池は風力発電に比べ軽量、かつ振動が起こらないために情報表示装置
に用いるには好適である。このような補助電力の使用によって外部からの供給電力を節減
でき、さらに停電時においても道路情報表示といった、重要な情報を継続して提供可能と
なる。筐体内部にさらに充電器を設けて太陽電池などと組み合わせることで、昼夜を問わ
ず停電への対応が可能となる。
【００３５】
（情報表示部）
　図１に示すように、情報表示部３には、複数の発光モジュール２が筐体６中にマトリッ
クス状に配列されている。また、情報表示部３においては、全ての発光モジュール２を統
一的に制御することにより、所望の情報が当該情報に対応した表示パターンとして表示さ
れる。情報表示部３においては、発光モジュール２を構成する有機ＥＬ面発光パネルの発
光素子が、文字や図面等の情報を表示する際の最小単位（１ドット）となっている。そし
て、当該発光素子の発光及び非発光を制御することにより、情報表示部３全体として所望
の文字や図柄といった情報を表示することとなる。
【００３６】
　本実施例において、各発光モジュール２を構成する有機ＥＬ面発光パネルの発光素子の
数量は、５０個以上５００個以下程度である。この程度の数量であれば、１つの文字又は
１つの図柄を表示することが十分可能であるからである。なお、より精細な情報を表示す
る場合には、発光モジュール２を複数配列した状態を１組のモジュール群として、１つの
文字又は１つの図柄を表示してもよい。なお、発光モジュール２内の当該発光素子は、２
つ以上のパネルにまたがって配列されるように形成されてもよいが、構造を単純化するた
めに１つの有機ＥＬ面発光パネルに配列されていることが好ましい。
【００３７】
　また、一つの文字を表示するための発光素子全体の面積は、２５ｃｍ2以上を割り当て
ることが好ましい。この面積であれば、遠方からでも視認可能な情報表示装置とすること
ができる。
【００３８】
　以下において、情報表示部３を構成する各部材について詳細に説明する。
【００３９】
「発光モジュール」
　先ず、図３及び図４を参照しつつ発光モジュール２について詳細に説明する。図３は、
本実施例に係る発光モジュール２の概略構成斜視図である。図４は、図３の線IV－IVに沿
った発光モジュール２の断面図である。
【００４０】
　図３及び図４に示すように、発光モジュール２は、モジュールケース１１中に有機ＥＬ
面発光パネル１２を少なくとも１枚収納することができる構成となっている。また、発光
モジュール２は、情報表示装置１の筐体６にねじ止め、又は嵌合といった方法で交換可能
に収容される。
【００４１】
　また、モジュールケース１１の形状は箱状であり、その材料は例えば、鉄、ステンレス
、若しくはアルミニウムといった金属、又はポリカーボネート若しくはアクリル等の樹脂
を用いることができる。
【００４２】
　有機ＥＬ面発光パネル１２の発光面が位置することになるモジュールケース１１の所定
の部分は、開口１１ａが形成されている。当該開口１１ａを介して、有機ＥＬ面発光パネ
ル１２を構成する有機ＥＬ発光素子から出射する光がモジュールケース１１の外部に向か
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って放出されることになる。なお、当該開口１１ａをガラス若しくは透明樹脂などの光を
透過する材料からなる部材によって覆ってもよい。また、開口１１ａを形成せずに、有機
ＥＬ面発光パネル１２の発光面が位置することになるモジュールケース１１の所定の部分
をガラス又は透明樹脂などの光を透過する材料によって形成してもよい。このような光を
透過する材料を用いる場合、当該材料からなる部材の表面に、外光の反射を低減する処理
、光拡散フィルム、紫外線を吸収するコーティング若しくはフィルム等を設けてもよい。
【００４３】
　モジュールケース１１には、内部に収納された有機ＥＬ面発光パネル１２と電気的に接
続された外部接続端子１１ｂが設けられている。かかる外部接続端子１１ｂは、制御部４
に接続された電力用コネクタに対して着脱自在な構造を有している。このような構成から
、制御部４から供給される所望の電力は、当該電力用コネクタ及び外部接続端子１１ｂを
介して有機ＥＬ面発光パネル１２に供給されることになる。
【００４４】
「有機ＥＬ面発光パネル」
　次に、発光モジュール２を構成する有機ＥＬ面発光パネル１２について、図５及び図６
を参照しつつ詳細に説明する。ここで、図５は本実施例に係る有機ＥＬ面発光パネル１２
の斜視図であり、図６は本実施例に係る有機ＥＬ面発光パネル１２の断面図である。
【００４５】
　図５に示すように、有機ＥＬ面発光パネル１２は、１枚の透明な基板２１上に独立して
制御可能であって有機ＥＬ技術を用いた複数の有機ＥＬ発光素子２２がマトリックス状（
１５行×１５列）に配列されている。本実施例においては、情報表示部３によって自然な
情報の表示を行うために、情報表示装置１内の全ての有機ＥＬ発光素子２２の間隔がほぼ
均等になるように配置されている。そして、本実施例に係る有機ＥＬ面発光パネル１２は
、有機ＥＬ発光素子２２から出射する光を基板２１側から出射するため、ボトムエミッシ
ョン型の面発光パネルに該当する。このような透明な基板２１としては、例えば、ガラス
、ポリカーボネート、ＰＥＴ、ＰＥＮ、又はポリイミドといった樹脂を用いることができ
る。
【００４６】
　なお、本実施例においては、１５行×１５列に配列された有機ＥＬ発光素子２２によっ
て１文字を表示することになるが、１５行×１５列に配列された有機ＥＬ発光素子２２か
らなる有機ＥＬ面発光パネル１２を更に複数（例えば、２行×２列、又は３行×３列）配
列することによって、１文字を表示してもよい。また、有機ＥＬ発光素子２２の配列は、
上述した１５行×１５列に限られることなく、発光モジュール２の寸法、発光モジュール
２に配置される有機ＥＬ面発光パネル１２の数量、有機ＥＬ面発光パネル１２の寸法等に
応じて適宜変更することができる。
【００４７】
　基板２１の表面上には、金属箔をエッチングによってパターニングして形成された配線
（図示せず）が形成されている。当該配線は、各有機ＥＬ発光素子２２と外部接続端子１
１ｂとを電気的に接続している。
【００４８】
　本実施例においては、情報表示部３において隙間の小さい発光表示を実現するために、
有機ＥＬ発光素子２２の平面形状（光出射面の形状）を正方形とし、有機ＥＬ発光素子２
２同士を所定の間隔で離間させて基板２１上にマトリックス状に配列している。なお、有
機ＥＬ発光素子２２の平面形状は、正方形に限らず、三角形、他の四角形、五角形、六角
形といった他の多角形であってもよい。分解能が十分に高い表示を実現するためには、１
つの有機ＥＬ発光素子２２の好ましい発光面の面積（発光面積）は２０ｃｍ2以下であり
、さらに好ましくは１０ｃｍ2以下、特に好ましくは５ｃｍ2以下である。ここで、有機Ｅ
Ｌ発光素子２２の発光面積を小さくしすぎると、配線形成及び有機ＥＬ発光素子２２の制
御が複雑化してしまい、有機ＥＬ面発光パネル１２自体のコストが増すため、当該発光面
積は０．５ｃｍ2以上であることが好ましい。
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【００４９】
　有機ＥＬ発光素子２２が発光する場合は周囲に光を放出するので、感覚的に実際の大き
さより多少大きく感じられる。従って、有機ＥＬ発光素子２２のそれぞれが密着している
と、発光している素子と発光していない素子、及び素子間の発光色の境界が不明確となり
、表示される情報を視認しにくくなってしまう。このため、本実施例においては、隣接す
る有機ＥＬ発光素子２２は互いに離間して形成されている。換言すれば、本実施例に係る
有機ＥＬ面発光パネル１２において、隣接する有機ＥＬ発光素子２２同士の間には発光し
ない非発光領域が位置している。当該非発光領域の幅（すなわち、有機ＥＬ発光素子２２
の離間距離９）は、有機ＥＬ発光素子２２の幅の１／１０以上が好ましく、より好ましく
は１／７以上である。しかしながら、当該非発光領域の幅が広すぎると発光強度が低下し
てしまう上に、点描に近づき表示が視認しにくくなるため、有機ＥＬ発光素子２２の幅の
１／２以下が好ましく、より好ましくは１／３以下である。
【００５０】
　また、本実施例においては、上記非発光領域を介して各有機ＥＬ発光素子２２へ電力を
供給することが好ましい。従来の画像表示用の有機ＥＬ面発光パネルでは、各有機ＥＬ発
光素子２２の背面にＴＦＴ（薄膜トランジスタ）等の電力供給素子が形成されたバックプ
レーンと呼ばれる構造が必要であった。これに対し、本実施例においては、各有機ＥＬ発
光素子２２の周囲に一定以上の面積を有する非発光領域が存在するため、この領域に各有
機ＥＬ発光素子２２への電力供給用の配線を設置することができる。従って電力供給用の
配線を、有機ＥＬ発光素子２２と略同一平面内に設置することが可能であり、バックプレ
ーンが不要となる。このため、有機ＥＬ面発光パネルの構造が極めて簡単になるという利
点が生ずる。
【００５１】
　図６に示すように、本実施例に係る有機ＥＬ面発光パネル１２においては、基板２１上
に、陽極２３、有機層２４、陰極２５及び封止層２６が順次積層されることにより、有機
ＥＬ発光素子２２が形成されている。
【００５２】
　陽極２３は、インジウム錫酸化物（ＩＴＯ）から構成されている。このため、陽極２３
は、有機層２４に正孔を注入する機能を有し、且つ有機層２４における発光に対して透光
性を備えている。すなわち、陽極２３は透明電極として機能する。陽極２３の形成はスパ
ッタリング法や真空蒸着法等により行われる。陽極２３を形成した後に陽極２３に付着し
た不純物を除去し、イオン化ポテンシャルを調整して正孔注入性を向上させるために紫外
線照射やオゾン処理をすることが好ましい。
【００５３】
　なお、陽極２３は、インジウム錫酸化物から構成されていることに限定されることなく
、有機層２４に正孔を注入する機能を有し、且つ有機層２４における発光に対して透光性
を備えていれば、例えば、インジウム亜鉛酸化物等の金属酸化物、ポリ（３－メチルチオ
フェン）、ポリピロール等の導電性高分子等から構成さてもよい。
【００５４】
　図６において図示されていないが、有機層２４は、陽極２３側から順に正孔注入層、正
孔輸送層、発光層、電子輸送層及び電子注入層が積層された構造を有していることが好ま
しい。正孔注入層及び正孔輸送層は正孔輸送性の材料から形成されることが好ましく、芳
香族アミン誘導体、フタロシアニン誘導体、ポルフィリン誘導体、オリゴチオフェン誘導
体、ポリチオフェン誘導体、ベンジルフェニル誘導体、フルオレン基で３級アミンを連結
した化合物、ヒドラゾン誘導体、シラザン誘導体、シラナミン誘導体、ホスファミン誘導
体、キナクリドン誘導体、ポリアニリン誘導体、ポリピロール誘導体、ポリフェニレンビ
ニレン誘導体、ポリチエニレンビニレン誘導体、ポリキノリン誘導体、ポリキノキサリン
誘導体、カーボン等が挙げられる。また、電子輸送層は電子輸送性の材料から形成される
ことが好ましく、例えば、８－ヒドロキシキノリンのアルミニウム錯体などの金属錯体、
１０－ヒドロキシベンゾ［ｈ］キノリンの金属錯体、オキサジアゾール誘導体、ジスチリ
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ルビフェニル誘導体、シロール誘導体、３－ヒドロキシフラボン金属錯体、５－ヒドロキ
シフラボン金属錯体、ベンズオキサゾール金属錯体、ベンゾチアゾール金属錯体、トリス
ベンズイミダゾリルベンゼン、キノキサリン化合物、フェナントロリン誘導体、２－ｔ－
ブチル－９，１０－Ｎ，Ｎ’－ジシアノアントラキノンジイミン、ｎ型水素化非晶質炭化
シリコン、ｎ型硫化亜鉛、ｎ型セレン化亜鉛などが挙げられる。電子注入層は仕事関数の
低い金属からなることが好ましい。例としては、ナトリウムやセシウム等のアルカリ金属
、バリウムやカルシウムなどのアルカリ土類金属などが挙げられる。
【００５５】
　上述した発光層に用いられる発光材料としては、以下のものが挙げられる。赤色発光を
与える発光材料としては、例えば、ＤＣＭ（４－（ｄｉｃｙａｎｏｍｅｔｈｙｌｅｎｅ）
－２－ｍｅｔｈｙｌ－６－（ｐ－ｄｉｍｅｔｈｙｌａｍｉｎｏｓｔｙｒｙｌ）－４Ｈ－ｐ
ｙｒａｎ）系化合物、ベンゾピラン誘導体、ローダミン誘導体、ベンゾチオキサンテン誘
導体、アザベンゾチオキサンテン等が挙げられる。また、緑色発光を与える発光材料とし
ては、例えば、キナクリドン誘導体、クマリン誘導体、Ａｌ（Ｃ9Ｈ6ＮＯ）3等のアルミ
ニウム錯体等が挙げられる。更に、青色発光を与える発光材料としては、例えば、ナフタ
レン、ペリレン、ピレン、アントラセン、クマリン、ｐ－ビス（２－フェニルエテニル）
ベンゼン及びそれらの誘導体等が挙げられる。なお、上述した発光材料は、いずれか１種
類のみを用いてもよく、２種類以上を任意の組み合わせ及び比率で併用してもよい。
【００５６】
　陰極２５は、透光性を有する必要がないため、アルミニウムから構成されている。すな
わち、陰極２５は金属電極である。陰極２５の形成はスパッタリング法や真空蒸着法等に
より行われる。なお、陰極２５は、アルミニウムから構成されていることに限定されるこ
と無く、例えば、スズ、マグネシウム、インジウム、カルシウム、銀等の適当な金属又は
それらの合金が用いられる。具体例としては、比較的に低い仕事関数を有する、マグネシ
ウム－銀合金、マグネシウム－インジウム合金、アルミニウム－リチウム合金等の合金電
極が挙げられる。
【００５７】
　封止層２６は、各有機ＥＬ発光素子２２を覆い、各有機ＥＬ発光素子２２の発光材料が
大気中の酸素によって酸化劣化することを防止する機能がある。封止層２６は、エポキシ
樹脂などの樹脂を硬化して形成したり、ガスバリア性のあるフィルムを貼り付けて形成す
ることもできる。樹脂、ガラス又は金属の封止基板を接着剤によって密着させることもで
きる。
【００５８】
　本実施例においては、ボトムエミッション型の有機ＥＬ面発光パネル１２を用いたが、
トップエミッション型の有機ＥＬ面発光パネルから発光モジュール２を形成してもよい。
トップエミッション型の場合はボトムエミッション型と比較して層構成が逆となり、基板
２１上には、陰極極２５、有機層２４及び陽極２３が順次積層されることになる。また、
トップエミッション型の場合、封止層２６は樹脂、フィルム等の光透過性のものが用いら
れる。更に、トップエミッション型の場合、基板２１は不透明であってもよく、セラミッ
クス、アルミニウム、又は銅といった金属基板を用いることができる。
【００５９】
　また、本実施例に係る情報表示装置１において複雑な情報表示を行うために、有機ＥＬ
発光素子２２のそれぞれは、発光色を変化させることができる。このため、有機ＥＬ発光
素子２２のそれぞれは、発光波長の異なる複数の発光領域を有し、各波長の発光強度が独
立して制御可能となるような構造を有している。このような有機ＥＬ発光素子２２の詳細
構造について、図７を参照しつつ説明する。ここで、図７は、本実施例に係る１つの有機
ＥＬ発光素子２２の斜視図である。
【００６０】
　図７に示すように、有機ＥＬ発光素子２２はストライプ状に形成され、互いに発光波長
が異なる赤色発光領域３２Ｒ、緑色発光領域３２Ｇ、及び青色発光領域３２Ｂを有してい
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る。より具体的には、赤色発光領域３２Ｒ、緑色発光領域３２Ｇ、及び青色発光領域３２
Ｂが互いに離間してストライプ状に並設され、赤色発光領域３２Ｒ、緑色発光領域３２Ｇ
、及び青色発光領域３２Ｂの順序で繰り返されている。すなわち、有機ＥＬ発光素子２２
は、各ストライプに対して用いられる発光層材料を相違させることにより、ストライプ毎
に異なる発光領域（赤色発光領域３２Ｒ、緑色発光領域３２Ｇ、及び青色発光領域３２Ｂ
）を形成している。なお、図６においては、図面上の便宜のため有機ＥＬ発光素子２２を
ストライプ状としていない。
【００６１】
　そして、本実施例の有機ＥＬ発光素子２２においては、赤色発光領域３２Ｒ、緑色発光
領域３２Ｇ、及び青色発光領域３２Ｂに対する接続配線が波長毎（すなわち、各色の発光
領域ごと）に別々に設けられているため、各色の発光領域ごとに独立して制御することが
できる。このような構成により、赤色発光領域３２Ｒから放射される赤色の光、緑色発光
領域３２Ｇから放射される緑色の光、及び青色発光領域３２Ｂから放射される青色の光を
合成し、有機ＥＬ発光素子２２から全体的に均一色の合成光を放射することになる。
【００６２】
　ここで、赤色発光領域３２Ｒ、緑色発光領域３２Ｇ、及び青色発光領域３２Ｂのそれぞ
れの間には、上述した封止層２６を構成する樹脂が充填されることになる。なお、赤色発
光領域３２Ｒ、緑色発光領域３２Ｇ、及び青色発光領域３２Ｂのそれぞれの間には、上述
した封止層２６を構成する樹脂とは異なる絶縁性の樹脂等から形成される隔壁が形成され
てもよい。
【００６３】
　本実施例に係る情報表示装置１は公共の場で比較的大型なものとして用いられるため、
比較的遠距離から視認することが想定される。このため、一般照明等の用途に比べて１つ
１つのストライプの幅を広く設定したとしても、各発光領域を任意の色として十分に認識
することができる。従って、各発光領域の幅を大きく設定して（すなわち、幅の広いスト
ライプを用いて）有機ＥＬ発光素子２２内の発光領域数（すなわち、ストライプ数）を減
らし、有機ＥＬ発光素子２２の構造を簡略化することが好ましい。好ましい発光領域の幅
は０．５ｍｍ以上、好ましくは０．７ｍｍ以上であり、かつ１．５ｍｍ以下、好ましくは
１．３ｍｍ以下である。この範囲であれば、有機ＥＬ発光素子２２の構造の簡略化、及び
優れた視認性の確保の両立が可能である。
【００６４】
　一般に、有機ＥＬ発光素子２２の面積に対する発光領域の総面積の比は開口率と呼ばれ
、開口率が大きいほど面積あたりの発光領域が大きいことから大きい輝度を得ることがで
きる。このため、有機ＥＬ発光素子２２の面積が大きい場合、陽極２３（透明電極）での
電圧降下を抑制するために発光領域間に補助電極を設ける必要があり、このため発光領域
間の幅を狭くすることができない。しかしながら、本実施例に係る発光モジュール２にお
いては、有機ＥＬ発光素子２２の面積が代表的には２０ｃｍ2以下と小さく、電圧降下の
懸念が無視できるほど小さいため補助電極を必要としない。従って、本実施例に係る発光
モジュール２の有機ＥＬ発光素子２２においては、開口率を大きくとれるという長所があ
る。当該開口率は８０％以上が好ましく、更に好ましくは９０％以上、特に好ましくは９
５％以上である。
【００６５】
　なお、このような１つの有機ＥＬ発光素子２２が複数の波長の異なる発光領域を含む場
合、光透過部６ｂの内側表面上又は外側表面上に光拡散フィルムを配することで有機ＥＬ
発光素子２２内の発光を均一化してもよい。
【００６６】
　また、本実施例においては、３種類の発光領域を形成したが、細かい変色を必要としな
い場合には、例えば赤色発光領域３２Ｒ及び緑色発光領域３２Ｇの２色によって有機ＥＬ
発光素子２２を形成してもよい。
【００６７】



(12) JP 2014-138098 A 2014.7.28

10

20

30

40

50

（制御部）
　制御部４は情報表示装置１の外部に設置される各種機器と接続されている。例えば、制
御部４は、外部電源に接続されており、当該外部電源から電力が供給されている。また、
外部に設置される制御信号源（例えば、パーソナルコンピュータ等の各種装置）から制御
信号を受信し、当該制御信号に応じて発光モジュール２を制御する。当該制御信号源から
の制御信号はケーブルを介した有線通信によって供給されてもよいし、又は無線通信によ
って供給されてもよい。なお、制御部４が情報表示部３において表示する情報に対応した
発光パターンをあらかじめ記憶し、外部から供給される制御信号とは関係無く発光モジュ
ール２の発光を自動的に制御してもよい。
【００６８】
　上述したように、制御部４には電力用コネクタが接続されており、当該電力用コネクタ
が外部接続端子１１ｂに接続されることにより、制御部４から発光モジュール２に電力及
び制御信号が供給されることになる。ここで、制御部４には、有機ＥＬ発光素子２２に割
り振られたアドレスが記憶されており、当該アドレスを指定することによって有機ＥＬ発
光素子２２毎に発光及び非発光を制御することができる。そして、制御部４は、有機ＥＬ
発光素子２２の各発光領域（赤色発光領域３２Ｒ、緑色発光領域３２Ｇ、及び青色発光領
域３２Ｂ）を構成するストライプに対して独立して電力を供給し、有機ＥＬ発光素子２２
ごとに発光色を自在に変化させることができる。
【００６９】
　具体的な制御として、情報表示装置１が屋外に設置される場合、制御部４は、霧、雨、
又は太陽の状態等の情報表示装置１及び筐体６の周囲の環境下に応じて、有機ＥＬ発光素
子２２の発光色をより視認しやすい色に変化させる。これは、情報表示装置１及び筐体６
の周囲の環境が変化することにより、情報表示部３に表示される情報の視認性が変化する
からである。このような場合、情報表示装置１に周囲の光線透過率又は太陽光の状況を検
出するセンサを備え、当該センサから制御部４に検出信号を供給し、制御部４が当該検出
信号に応じて有機ＥＬ発光素子２２の発光色を決定することになる。なお、当該センサが
情報表示装置１の外部にあってもよいし、センサを用いずに各種の天気情報を元に制御を
行ってもよい。
【００７０】
　特に、霧又は雨などによって周囲の光透過率が減少した場合、光透過性が高い長波長側
の発光強度を上げることが好ましい。具体的には有機ＥＬ発光素子２２の赤色発光領域３
２Ｒにおける発光強度を上げる制御を行う。換言すれば、有機ＥＬ発光素子２２の発光色
中の青色の波長成分の比率を下げるように制御することになる。
【００７１】
　また、情報表示部３からの光出射方向と朝日又は夕日の光出射方向とが重なる場合（す
なわち、情報表示装置１と同一の視界に朝日又は夕日による赤色が入るために表示される
情報を視認しにくい場合）、制御部４は、有機ＥＬ発光素子２２の発光色を赤の補色であ
る青緑色に近づける制御を行う。具体的には、制御部４は、有機ＥＬ発光素子２２の発光
色中の赤の発光強度を下げ、青又は緑の発光強度を上げる制御を行うことになる。
【００７２】
　更に、制御部４は、発光モジュール２の近傍に設けられた光センサ（図示せず）を用い
て有機ＥＬ発光素子２２の発光強度を検出する方法、又は有機ＥＬ発光素子２２の抵抗を
測定する等の方法により、有機ＥＬ発光素子２２の故障を検出してもよい。故障と判断さ
れた有機ＥＬ発光素子２２が存在する場合、当該故障した有機ＥＬ発光素子２２を用いて
情報を表示しないように、情報表示部３において表示される情報の位置をシフトさせる制
御を行うようにしてもよい。
【００７３】
　そして、発光モジュール２内に温度センサ（図示せず）を設け、規定以上の温度となっ
た場合に、制御部４は発光モジュール２の使用を停止するように制御してもよい。これに
より、発光モジュール２の故障を防止することでき、発光モジュール２の寿命を長くする
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ことができ、情報表示装置１の維持コストの低減を図ることができる。
【００７４】
　なお、各有機ＥＬ発光素子２２への電力供給は制御部４から直接行ってもよいが、発光
モジュール２内に副制御部を設け、当該副制御部が制御部４からの信号に基づいて当該発
光モジュール２内の有機ＥＬ発光素子２２に電力を供給するようにしてもよい。この場合
、各発光モジュール２の副制御部に異なるアドレスを割り当てることにより、制御部４は
当該アドレスを指定して当該副制御部に各有機ＥＬ発光素子２２を制御するための制御信
号を供給することになる。
【００７５】
　このような発光モジュール２内に副制御部が設けられる場合、制御信号の供給は電力用
コネクタと同一のコネクタを用いてもよいし、別のコネクタを設けてもよい。この場合、
電力用コネクタからは単一の電圧を供給するだけでよいため、配線を簡素化することがで
きる。
【００７６】
（冷却部）
　冷却部５は、ファン又は熱交換器等の温度調整機構であって、発光モジュール２の温度
上昇を低減させるために設けられている。冷却部５は、常時駆動している必要はなく、筐
体６の内部が一定の温度範囲から外れたときに自動的に稼動することが好ましい。
【００７７】
＜本実施例の効果＞
　以上のことから、本実施例によれば、情報表示部３に表示される情報の最小構成単位と
なる有機ＥＬ発光素子２２を制御部４によって独立して制御することにより、有機ＥＬ発
光素子２２から構成される有機ＥＬ面発光パネル１２を備える発光モジュール２によって
文字等を表示することができる。このような文字等の表示により、複数の発光モジュール
２から構成される情報表示部３において、複数の文字等からなる所望の情報を自然に表示
することでき、情報表示装置１における情報の視認性が向上することになる。
【００７８】
　また、本実施例の情報表示部３において、発光モジュール２が交換可能に取り付けられ
ている。このため、故障の際の修理の容易さが重要となる道路用表示装置等の公共用情報
表示装置として、本実施例に係る情報表示装置１を用いることができ、長時間の故障に伴
う問題（例えば、道路用表示装置においては交通事故及び交通渋滞）の発生を防止するこ
とができる。
【００７９】
　更に、本実施例に係る情報表示装置１において、有機ＥＬ発光素子２２同士が互いに離
間して配列され、有機ＥＬ発光素子２２同士の間には発光しない非発光領域が位置してい
る。このように、有機ＥＬ発光素子２２同士の間に非発光領域が形成されているため、光
を出射している（オン状態の）有機ＥＬ発光素子２２と光を出射していない（オフ状態の
）有機ＥＬ発光素子２２との境界を明確にすることでき、所望の情報を適切に表示するこ
とができる。
【００８０】
　そして、本実施例に係る情報表示装置１において、有機ＥＬ発光素子２２が発光波長の
異なるストライプ状の複数の発光領域（赤色発光領域３２Ｒ、緑色発光領域３２Ｇ、及び
青色発光領域３２Ｂ）を有し、制御部４が当該発光領域ごとに発光波長の発光強度を独立
して制御している。これにより、実施例に係る情報表示装置１においては、より多彩な文
字及び図面等を用いて所望の情報を的確に表示することができる。また、当該発光領域の
ストライプ幅を０．５ｍｍ以上１．５ｍｍ以下としているため、有機ＥＬ発光素子２２の
構造の簡略化、及び優れた視認性の確保の両立が可能になっている。
【００８１】
　本実施例に係る情報表示装置１の情報表示部３の表示面側（すなわち、光透過部６ｂの
内側表面上又は外側表面上）には、偏光フィルム及び１／４位相差フィルム又は黒色のメ
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いて反射されることがなくなり、情報表示部３に表示される情報の視認性が向上すること
になる。
【００８２】
　また、本実施例に係る情報表示装置１の情報表示部３の表示面側には紫外線を吸収する
処理が施されているため、発光モジュール２を構成する有機ＥＬ面発光パネル１２の有機
ＥＬ発光素子２２の劣化を容易且つ的確に防止することができる。
【産業上の利用可能性】
【００８３】
　本発明に係る情報表示装置は、多人数が同時に認識可能な文字又は簡単な図形等による
情報表示を行うものであり、道路情報表示、駐車場案内、若しくはニュース等の表示、野
球若しくはサッカーといったスポーツ施設での選手名、若しくは得点等の表示、又は空港
若しくは駅等における案内表示、といった用途に用いられる。本発明に係る情報表示装置
の高い視認性は、特に走行中の車両から正確に情報を判断する必要のある道路情報表示装
置に好適である。
【符号の説明】
【００８４】
　１　　情報表示装置
　２　　発光モジュール
　３　　情報表示部
　４　　制御部
　５　　冷却部
　６　　筐体
　６ａ　　空間
　６ｂ　　光透過部
　１１　　モジュールケース
　１１ａ　　開口
　１１ｂ　　外部接続端子
　１２　　有機ＥＬ面発光パネル
　２１　　基板
　２２　　有機ＥＬ発光素子
　２３　　陽極
　２４　　有機層
　２５　　陰極
　２６　　封止層
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